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１．令和８年度第１四半期の苦情受付状況 

 令和８年度第１四半期の苦情件数は 1,158件で、前年同期（883件）より 275件、31.1％

増加、前期（1,148 件）より 10 件、0.9％増加となっている。 

 月別にみると、4 月は 398 件、5月は 297 件、6 月は 463 件となっている。 

 

○大項目別では、「保険金・給付金関係」が 424 件（占率 36.6％）で最も多くなっており、

以下、「新契約関係」が 326 件（同 28.2％）、「保全関係」が 236 件（同 20.4％）、「そ

の他」が 132 件（同 11.4％）、「収納関係」が 40件（同 3.5％）となっている。 

 

○内容別にみると、『入院等給付金不支払決定』が 234 件（占率 20.2％）で最も多くな

っており、2 番目は『説明不十分』で 158 件（同 13.6％）、3 番目は『入院等給付金支

払手続』で 95件（同 8.2％）、4番目は『解約手続』で 85件（同 7.3％）、5番目は『不

適切な募集行為』で 72件（同 6.2％）となっている。 

 

○発生原因別にみると、「制度・事務」が 459 件（占率 39.6％）で最も多くなっており、

2 番目は「営業職員」で 430 件（同 37.1％）、3 番目は「代理店」で 168 件（同 14.5％）、

4 番目は「その他の職員」で 77 件（同 6.6％）、5 番目は「契約者等」で 24 件（同 2.1％）

となっている。 
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＜令和８年度＞

占率
前年
同期比 占率

前年
同期比 占率

前年
同期比 占率

前年
同期比 占率

前年
同期比

不適切な募集行為 72 6.2 135.8 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 72 6.2 135.8

不適切な告知取得 14 1.2 233.3 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 14 1.2 233.3

不適切な話法 32 2.8 177.8 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 32 2.8 177.8

説明不十分 158 13.6 158.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 158 13.6 158.0

事務取扱不注意 5 0.4 100.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 5 0.4 100.0

契約確認 0 0.0 0.0 ##### 0.0 ##### － ##### － 0 0.0 0.0

契約引受関係 16 1.4 228.6 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 16 1.4 228.6

証券未着 2 0.2 － ##### － ##### － ##### － 2 0.2 －

その他 27 2.3 103.8 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 27 2.3 103.8

小  計 326 28.2 148.9 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 326 28.2 148.9

集金 1 0.1 － ##### － ##### － ##### 0.0 1 0.1 －

口座振替・送金 10 0.9 111.1 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 10 0.9 111.1

職域団体扱 1 0.1 － ##### 0.0 ##### 0.0 ##### － 1 0.1 －

保険料払込関係 7 0.6 140.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 7 0.6 140.0

保険料振替貸付 3 0.3 100.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 3 0.3 100.0

失効・復活 15 1.3 71.4 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 15 1.3 71.4

その他 3 0.3 33.3 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 3 0.3 33.3

小  計 40 3.5 85.1 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 40 3.5 85.1

配当内容 8 0.7 100.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 8 0.7 100.0

契約者貸付 19 1.6 172.7 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 19 1.6 172.7

更新 13 1.1 86.7 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 13 1.1 86.7

契約内容変更 37 3.2 154.2 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 37 3.2 154.2

名義変更・住所変更 12 1.0 57.1 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 12 1.0 57.1

特約中途付加 0 0.0 － ##### － ##### 0.0 ##### － 0 0.0 －

解約手続 85 7.3 128.8 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 85 7.3 128.8

解約返戻金 29 2.5 131.8 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 29 2.5 131.8

生保カード・ＡＴＭ関係 0 0.0 － ##### － ##### 0.0 ##### 0.0 0 0.0 －

その他 33 2.8 220.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 33 2.8 220.0

小  計 236 20.4 129.7 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 236 20.4 129.7

満期保険金・年金等 30 2.6 96.8 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 30 2.6 96.8

死亡等保険金支払手続 31 2.7 134.8 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 31 2.7 134.8

死亡等保険金不支払決定 24 2.1 184.6 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 24 2.1 184.6

入院等給付金支払手続 95 8.2 133.8 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 95 8.2 133.8

入院等給付金不支払決定 234 20.2 131.5 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 234 20.2 131.5

その他 10 0.9 40.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 10 0.9 40.0

小  計 424 36.6 124.3 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 424 36.6 124.3

職員の態度・マナー 32 2.8 128.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 32 2.8 128.0

保険料控除 0 0.0 － ##### － ##### － ##### 0.0 0 0.0 －

個人情報取扱関係 35 3.0 175.0 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 35 3.0 175.0

アフターサービス関係 22 1.9 122.2 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 22 1.9 122.2

その他 43 3.7 138.7 ##### 0.0 ##### 0.0 ##### 0.0 43 3.7 138.7

小  計 132 11.4 140.4 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 0 ##### 0.0 132 11.4 140.4

1,158 100.0 131.1 0 ###### 0.0 0 ###### 0.0 0 ###### 0.0 1,158 100.0 131.1

収
納
関
係

保
全
関
係
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・
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付
金
関
係

そ
の
他

合    計

※ 数値の網掛けは上位７項目。

苦情項目別件数表
（単位：件、％）

項
目

内容

計

新
契
約
関
係

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期
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苦情項目別・発生原因別件数（令和８年４月～６月）

49 21 1 1 72 2 0 1 4 1 8

9 5 0 0 14 11 1 1 4 2 19

24 8 0 0 32 8 0 0 4 1 13

99 55 2 2 0 158 18 6 5 8 0 37

3 2 0 0 0 5 2 0 3 7 0 12

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 1 2 10 0 16 36 9 11 26 3 85

0 0 1 1 0 2 9 6 4 10 0 29

12 6 0 9 0 27 0 0 0 0 0 0

199 98 6 22 1 326 8 2 4 15 4 33

1 0 0 0 0 1 94 24 29 78 11 236

1 1 4 4 0 10 9 0 4 17 0 30

0 0 0 1 0 1 6 0 2 23 0 31

2 1 1 3 0 7 1 0 3 20 0 24

0 0 1 2 0 3 13 3 8 71 0 95

3 0 0 11 1 15 41 17 4 163 9 234

1 0 0 2 0 3 0 0 1 9 0 10

8 2 6 23 1 40 70 20 22 303 9 424

23 3 5 1 0 32

0 0 0 0 0 0

16 6 3 10 0 35

5 9 1 7 0 22

15 6 5 15 2 43

59 24 14 33 2 132

430 168 77 459 24 1,158

件数 占率 件数 占率 件数 占率 件数 占率 件数 占率

430 37.1 168 14.5 77 6.6 459 39.6 24 2.1

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

430 37.1 168 14.5 77 6.6 459 39.6 24 2.1

38

項
 

目
内　　容

発 生 原 因

計

新
契
約
関
係

不適切な募集行為

その他

第１四半期 第２四半期

収
納
関
係

その他

説明不十分

契約確認

職域団体扱 死亡等保険金支払手続

保険料払込関係 死亡等保険金不支払決定

保険料振替貸付 入院等給付金支払手続

失効・復活

保
全
関
係

配当内容

不適切な告知取得 契約者貸付

不適切な話法 更新

契約内容変更

事務取扱不注意 名義変更・住所変更

内　　容

発 生 原 因

計
営
業
職
員

代
理
店

そ
の
他
の
職
員

制
度
・
事
務

契
約
者
等

営
業
職
員

代
理
店

そ
の
他
の
職
員

制
度
・
事
務

契
約
者
等

項
 

目

（件、％）

令和８年度
営業職員 代理店 その他の職員 制度・事務 契約者等 計

件数

うち新契約関係

特約中途付加

契約引受関係 解約手続

証券未着 解約返戻金

入院等給付金不支払決定

合　　　計

※「制度・事務」は、取扱いに疎漏はないが、
　 現行の事務・ 約款、会社の制度そのものを
　 原因とした苦情。
※発生原因が営業担当者であり、代理店である
　 ことが確認出来ない場合は、営業職員に分類
　 している。
※網掛けは、上位7項目。

そ
の
他

職員の態度・マナー

保険料控除

個人情報取扱関係

アフターサービス関係

その他

小　計

生保カード・ＡＴＭ関係

小　計 その他

集金 小　計

口座振替・送金

保
険
金
・
給
付
金
関
係

満期保険金・年金等

24

その他

小　計 小　計

第３四半期 第４四半期

うち新契約関係

【参考】発生原因が代理店であるもののうち、乗合代理店(金融機関代理店を除く)を原因とする苦情件数
　　　　 ＜令和８年度＞

うち新契約関係

第３四半期 0

第４四半期 0

合　計 1,158

第１四半期 1,158

第２四半期 0

うち新契約関係
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23

件数 占率 件数 占率 件数 占率 件数 占率 件数 占率

高齢者 27 30.7 3 3.4 24 27.3 33 37.5 1 1.1

全体(全年齢層) 326 28.2 40 3.5 236 20.4 424 36.6 132 11.4

高齢者 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全体(全年齢層) #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

高齢者 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全体(全年齢層) #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

高齢者 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全体(全年齢層) #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

高齢者 27 30.7 3 3.4 24 27.3 33 37.5 1 1.1

全体(全年齢層) 326 28.2 40 3.5 236 20.4 424 36.6 132 11.4

件数 占率 件数 占率 件数 占率 件数 占率 件数 占率

高齢者 31 35.2 14 15.9 8 9.1 32 36.4 3 3.4

全体(全年齢層) 430 37.1 168 14.5 77 6.6 459 39.6 24 2.1

高齢者 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全体(全年齢層) #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

高齢者 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全体(全年齢層) #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

高齢者 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全体(全年齢層) #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

高齢者 31 35.2 14 15.9 8 9.1 32 36.4 3 3.4

全体(全年齢層) 430 37.1 168 14.5 77 6.6 459 39.6 24 2.1

【参考】高齢者の苦情受付状況＜令和８年度＞

　苦情対象となった生命保険契約で、当四半期末時点において契約者の年齢（年代）が把握できたも
の（464件）のうち、契約者が70歳以上（以下、「高齢者」）の件数の状況は以下のとおりである。

苦情項目別件数 （件、％）

令和８年度
新契約関係 収納関係 保全関係 保険金・給付金関係 その他 合計

件数

1,158

契約者等

第１四半期

第２四半期

第３四半期

第４四半期

合　計

令和８年度
営業職員 代理店 その他の職員 制度・事務

0

0

0

0

18

88

0

0

発生原因別件数
（件、％）

0

件数

88

1,158

合計

0
第２四半期

【参考】発生原因が代理店であるもののうち、金融機関代理店を原因とする苦情件数＜令和８年度＞

うち新契約関係うち新契約関係うち新契約関係うち新契約関係

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

88

1,158
合　計

第１四半期

第３四半期

0

0

第４四半期

0

88

1,158

0
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＜主な申出内容＞ 

苦情件数の多い上位10項目について、苦情件数の状況と主な申出内容を見ると、第1位は、『入

院等給付金不支払決定』の234件（占率20.2％）で、前期（199件、同17.3％）と比べ、件数・

占率ともに増加した。苦情内容としては、告知義務違反による解除に関する申し出が最も多く、

また、不必要な入院とみなされ入院給付金が不支払となったケース、給付条件外等に関する申し

出が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2位は、『説明不十分』の158件（同13.6％）で、前期（152 件、同13.2％）と比べ、件数・

占率ともに横ばいであった。苦情の内訳は、新契約に関するものが約9割、転換契約に関するも

のが約1割となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

  

＜説明不十分＞ 

・約 10 年前に保険料年払いで年金保険に加入した。保険料払込回数について、10回だと思っ

ていたが、実際には 11回であった。 

・転換手続時、転換前契約の積立金が転換後契約の保険料に充当されることについて説明がな

かった。営業職員がきちんとした説明を行ったうえで、転換後契約の内容についてじっくり

考える時間を設けてほしかった。 

・約 15 年前に母が代理店で加入した終身保険について、既払込保険料の累計額が死亡保障額

を上回っている。母が加入すべき保険であったのか疑問に感じている。 

・30 年以上前に個人年金保険に加入した。営業職員の提案により、保険料を安くするために契

約者を私（夫）、被保険者と年金受取人を妻にしたが、この契約形態では贈与税が課税され

ることの説明がなかった。 

＜入院等給付金不支払決定＞ 

・昨年、前立腺ガンの手術を受けて給付金を請求したが、告知義務違反による契約解除の通知

が届いた。前立腺ガンの疑いについて告知が漏れていると言われたが、加入する 3年前に検

査を受けてガンではないと診断されており、保険会社の判断に納得できない。 

・自転車で転倒して怪我を負い、安静にする必要があったので 1か月半以上入院した。給付金

を請求したところ不支払となったが、医師の指示による入院なので納得できない。 

・入院して給付金を請求したが支払ってもらえないうえに、保険会社に不支払の理由を聞いて

も教えてもらえない。 

・第一子の出産が異常分娩だったので、第二子の出産時の保障が欲しくて保険に加入した。第

二子を帝王切開で出産したため、給付金を請求したが、5年間部位不担保のため不支払とな

った。加入時、営業職員から部位不担保について説明を聞いていない。 
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第3位は、『入院等給付金支払手続』の95件（同8.2％）で、前期（96件、同8.4％）と比べ、

件数・占率ともに横ばいであった。苦情内容としては、給付金支払確認に関する申出が最も多く、

次に請求手続手配に関する申し出が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4位は、『解約手続』の85件（同7.3％）で、前期（76件、同6.6％）と比べ、件数・占率と

もに増加した。苦情内容としては、手続遅延・放置・ミスに関する申し出が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5位は、『不適切な募集行為』の72件（同6.2％）で、前期（73件、同6.4％）と比べ、件数・

占率ともに横ばいであった。苦情内容としては、無理契約が最も多く、次にその他不適切募集に

関する申し出が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜不適切な募集行為＞ 

・代理店の担当者に、自分の年収は 100 万円以下であると伝えたにも拘らず、年払保険料約 100

万円という高額な変額保険に強引に加入させられた。契約の取消および、支払った保険料の

全額返金を求める。 

・約 3 年前に外貨建て保険に加入する際に、営業職員から頭金の支払いを要求されて、営業職

員個人名義の口座に振り込んだ。最近、知人と話していたら不適切な行為だと指摘された。

（なお、本件については、相談所より申出人に対し、保険会社のコールセンターへ契約時の

経緯等を説明し、適切な対応を求めるよう助言のうえ、コールセンターへの相談後も疑義が

残る場合には、再度ご相談いただき、相談所から保険会社へ対応依頼を行うことも可能であ

る旨を案内した。） 

・代理店の担当者が私の名前で契約を作成したことが判明した。契約を無効にしてほしい。 

＜解約手続＞ 

・保険に 4件加入しているが、保険会社のコールセンターに電話をして、全て解約したいと伝

えた。しかし、1 件だけが解約されておらず、直近 3 か月分の保険料が引き去られていた。

遡及して解約し、直近 3か月分の保険料を返金してほしい。 

・約 20 年前に加入した医療保険を解約した。しかし、解約した後になって、あと 3 年程度が

経過したら約100万円をもらえる保険であったことに気が付いた。解約を取り消してほしい。 

・法人契約を会社清算後に解約しようとしたところ、解散前の法人口座を再作成し、当該口座

を解約請求書に記入しない限り手続きすることは出来ないと言われた。 

＜入院等給付金支払手続＞ 

・皮下腫瘍のためそれぞれ別の部位を合計で 6回手術した。給付金を請求したところ、1回目

は支払われたが、2 回目以降については調査が入り、なかなか結論が出ない。 

・叔母が生前に入院したので給付金を請求したいが、保険会社に対し戸籍謄本や公正証書を提

出したものの、請求できないと言われた。生前は丁寧な対応だったのに、現在は不親切な対

応をされ、困っている。 

・被保険者である従弟が筋委縮性側索硬化症になってしまい、定期的に給付金を請求している。

毎回、診断書の提出を求められるが、省略を認めてもらいたい。 
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第6位は、『その他・その他』の43件（同3.7％）で、前期（46件、同4.0％）と比べ、件数・

占率ともに横ばいであった。苦情内容としては、保険会社に電話がつながらない等の申し出が多

い。 

 

 

 

 

 

 

第 7位は、『契約内容変更』の37件（同3.2％）で、前期（32件、同2.8％）と比べ、件数は増

加したが、占率は横ばいであった。苦情内容としては、払済・延長保険への変更等に関する申し

出が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8位は、『個人情報取扱関係』の35件（同3.0％）で、前期（44件、同3.8％）と比べ、件数・

占率ともに減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 9位は、『その他保全関係』の33件（同2.8％）で、前期（32件、同2.8％）と比べ、件数・

占率ともに横ばいであった。 

 

 

 

 

 

 

＜個人情報取扱関係＞ 

・営業職員が、私が経営する法人の新規事業に関する情報を親戚に漏らしたため、人間関係が

悪くなってしまった。 

・営業職員に口座変更手続書類を渡したのち、当該書類を紛失したので再提出してほしいと言

われた。再提出により手続きは完了したものの、担当者から謝罪があっただけで、保険会社

からは再発防止策について説明がない。 

＜その他保全関係＞ 

・契約者（兄）が行方不明なので、保険会社に兄の契約について照会しているが、教えてくれ

ない。 

・個人年金保険に加入している。断ったにも拘らず、営業職員がしつこく代理人を設定するよ

うに勧めてくる。 

＜その他・その他＞ 

・保険会社に電話をしているが繋がらない。 

・現在加入している保険会社の商品の保険料が、他の保険会社の商品と比べて非常に高い。ど

うしてこのようなことが許されるのか。 

＜契約内容変更＞ 

・約 5 年前に保険を解約しようとしたところ、代理店の担当者からあと 2年待てば払済保険に

変更できると言われた。2 年待って代理店に再度申し出たら、払済保険には変更できないと

言われた。保険会社に連絡したが、いつ払済保険に変更できるかは分からないと言われた。 

・学資保険に加入する際、保険料の払込が困難になったら減額できると言われた。今般、保険

料の払込が困難になったので減額申出をしたところ、減額はできないので、解約して新たに

保険に加入するしかないと言われた。 
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第10位は、『不適切な話法』、『職員の態度・マナー』の32件（同2.8％）で、『不適切な話法』

は前期（35件、同3.0％）と比べ、件数・占率ともに横ばいであった。『職員の態度・マナー』は

前期（21件、同1.8％）と比べ、件数・占率ともに増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：発生原因が乗合代理店（金融機関代理店を除く）である苦情の主な申出内容】 

・代理店の担当者から外貨建て保険の案内を受けて保険に加入した。しかし、他の保険会社の担当

者に保険の見直しをしてもらったところ、実際には円建ての保険であった。 

・代理店で加入した夫の保険がある。夫は既に亡くなっており、保険は第三者によって解約されて

いるようだが、代理店に照会しても詳細がわからない。 

 

【参考：発生原因が金融機関代理店である、募集に関する苦情の主な申出内容】 

・昨年、銀行にて保険に加入した。加入から1年経てば配当金を受け取れると思っていたが、5年

目から支払われる保険であった。契約時の説明と実際の契約内容が相違している。 

・銀行にて、勧められるままに一時払い保険料約1,000万円を支払い、外貨建ての終身保険に加入

した。今般、解約返戻金を確認したところ、約690万円であった。少ないと感じている。 

 

【参考：契約者が70歳以上である苦情の主な申出内容】 

・代理店の担当者を通じて、低解約返戻金型無配当保険に加入した。担当者からは「増える」保険

であるとの説明を受けており、元本が割れるとは聞いていない。（契約者70代） 

・医療保険に加入した翌年に白内障の手術を受けて給付金を請求したが、告知義務違反による契約

解除となった。加入する前、過去にリンパ節が腫れたので検査入院したことを代理店の担当者に

伝えており、納得できない。高齢で保険のことは分からないため、告知についてもっと詳細な説

明をしてほしかった。（契約者70代） 

 

＜職員の態度・マナー＞ 

・新しい営業職員のマナーが著しく悪い。保険会社は営業職員のマナー教育を徹底してほしい。 

・新人の営業職員を応援する気持ちで複数の保険に加入してきた。今般、解約すると伝えたと

ころ、営業職員の態度が一変した。担当者の自分本位な対応に不満がある。 

＜不適切な話法＞ 

・信用金庫の担当者に、加入から 2 年経過すれば元本割れしないと説明されて外貨建て保険に

加入したが、今般、2年経過しても元本割れすることが判明した。 

・保険が更新時期をむかえたので、契約内容を変更して更新手続きをしたつもりだったが、既

契約を解約のうえ、新しい保険に加入したことになっていた。 
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２．裁定審査会における紛争解決手続の状況 

(１)裁定申立件数 

令和 8 年度第 1 四半期に裁定申立てがあったのは 105 件で、前年同期（79 件）より 26 件増加し、

前期（111 件）より 6 件減少している。 

なお、裁定審査会における受理審査の結果、102 件が受理された。 

申立事案の内訳は、以下のとおりである。 

申立人からの裁定申立内容 第１a四 a半 a期 第２a四 a半 a期 第３a四 a半 a期 第４a 四 a半 a期 計 

契約取消もしくは契約無効請求 35    35 

銀行等代理店販売における契約無効請求 0    0 

給付金請求(入院・手術・障害等) 36    36 

保険金請求(死亡・災害・高度障害等) 4    4 

配当金(祝金)等請求(買増保険金・年金等) 2    2 

保全関係遡及手続請求（注１） 12    12 

収納関係遡及手続請求（注２） 2    2 

その他（注３） 14    14 

受 理 件 数 102    102 

不 受 理 件 数 3    3 

裁 定 申 立 件 数 105    105 

(注１)「保全関係遡及手続請求」には、解約無効請求、遡及解約請求、契約解除無効請求などが含まれる。 

(注２)「収納関係遡及手続請求」には、自動振替貸付利息免除請求、復活保険料利息免除請求などが含まれる。 

(注３)「その他」には、損害賠償請求、慰謝料請求などが含まれる。 

(２)裁定結果の概要について 

  令和 8 年度第 1 四半期に裁定手続が終了した事案は 90 件で、内訳は以下のとおり。 

審理結果等の状況 
第１ 

四半期 

第２ 

四半期 

第３ 

四半期 

第４ 

四半期 
計 

和解が成立したもの 33    33 

和解が成立しなかったもの 54    54 

 

和解案の受諾勧告がなされたが、当事者が受諾しなかったもの 7    7 

和解による解決の見込みがなく、裁定手続を終了したもの 38    38 

相手方会社からの裁判等による解決の申出が認められ、裁定手続を

開始しなかったもの 
0    0 

申立人から申立が取り下げられたもの 2    2 

事実確認の困難性等の理由から、裁判等での解決が適当であると判

断し、裁定手続を終了したもの 
7    7 

適格性がないものとして、裁定を行わなかったもの（不受理） 3    3 

合  計 90    90 

  第 1 四半期に裁定手続が終了した事案の裁定概要のうち、参考までにその一部を抜粋して以下に

記載する。 

 なお、裁定手続が終了した全事案の裁定概要（申立てが取り下げられた事案を除く）については、

「 裁 定 概 要 集 」 と し て 取 り ま と め 、 当 協 会 の ホ ー ム ペ ー ジ に 適 宜 掲 載 し て い る

(https://www.seiho.or.jp/contact/report/)。 

https://www.seiho.or.jp/contact/report/
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≪ 契約取消もしくは契約無効請求 ≫ 

［事案 2025-48］転換契約無効請求  

・令和 8年 4月 7 日 和解成立 

※本事案の申立人は、法人である。 

＜事案の概要＞ 

募集人により無断で行われた手続きであること理由として、転換契約の無効及び転換前契約

の復旧を求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 5年 3月に契約した 4 件の終身保険（転換前契約）は、令和 6年 8月にそれぞれ一時払

終身保険に転換された（本転換契約）が、本転換契約の申込日には募集人に会っておらず、募

集人により無断で行われた手続きであるため、本転換契約の無効および転換前契約の復旧を求

める。 

＜保険会社の主張＞ 

募集人は、申立人の意向を受けて本転換契約を案内し、申立人代表者にその内容を説明した

上で申立人及び申立人の妻の自署により本契約の申込みを受付けた。本件転換契約は募集人が

無断で手続きを行ったものではない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

 裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、本転換契約時の状況等を確

認するため、申立人代表者、申立人代表者の配偶者および募集人の事情聴取を行った。 

 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、以下の理由により、申立人の請求は認められないが、本件は和解により解

決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、

同意が得られたので、手続を終了した。 

(1) タブレット端末の操作履歴によれば、4件の本契約の告知手続が、それぞれ 1分程度の時

間で行われていることが認められる。上記の時間では、募集人が告知の重要性を説明し、

慎重に告知手続をさせたとは考え難く、募集人の募集手続きには不十分な点があったもの

と言わざるを得ない。結果として、申立人が令和 5 年 12 月に入院していた事実が告知

されないまま契約手続が進められてしまっている。 

 

［事案 2025-85］転換契約無効請求  

・令和 8年 5月 29 日 和解成立 

＜事案の概要＞ 

保険期間が終身でなかったことを不服として、既払込保険料の返還等を求めて申立てのあっ

たもの。 

＜申立人の主張＞ 
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平成 14 年 3 月に従前の契約からの転換により契約した利率変動型積立終身保険について、

以下の理由により、転換前契約の締結時または転換以降の既払込保険料を返すか、本契約のう

ち 80歳までとされている保障の保険期間を終身としてほしい。 

(1)転換の時点で一生涯の保障があると思っていた。生命保険料控除証明書にも、保険の種類

は終身保険、保険期間は終身と明示してある。 

(2)ところが、「保障内容の概要」には、介護保障および死亡・高度障害の保障に関する一時金

の保障期間は 80 歳までとされている。納得がいかず相手方に説明を求めたところ、この保

険は 80 歳からの終身保険であり、死亡保障は積立金であることを初めて知った。 

(3)一時金の保障は一生涯続くと思っていたが、まさか自分の積立金が死亡保障になるとは思

ってもいなかった。保険とは別に積立金があり積立金は自由に引き出せると思っていた。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)転換の前後で、募集人は介護保障の保険期間等について十分に説明している。なお、転換

の際には設計書を用いて説明した。 

(2)生命保険料控除証明書の保険種類の記載は、主契約が終身保険であるため「終身保険」と

なっているが、主契約に付加する特約の保険期間が全て終身であることを示すものではな

い。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

 裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、転換当時の説明状況等を確

認するため、申立人および募集人に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、申立人の請求は認められないが、以下の理由により、本件は和解により解

決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、

同意が得られたので、手続を終了した。 

(1)本件では、申立人が積立金の引出しを行ってしまったために、結果として予定していた保

障額の終身保険に移行することができなくなってしまっている。積立金引出しの際に、手

続きを取り扱った募集人が、申立人に積立金が所定の最低金額を充足できないときは終身

保険に移行できなくなると注意喚起する機会はあったと言える。 

(2)募集人は事情聴取において、転換当時、申立人に対して「積立金というのは貯金通帳のよ

うなものだから自由に引き出せる」という表現で説明を行ったと述べているが、申立人が、

積立金の引出しを行うことは自由なのだから、預貯金と同様に引出しを行ってもデメリッ

トはなく、例えば終身保険に移行できないといったリスクも生じない、と認識してしまっ

た可能性は否定できない。 

 

［事案 2024-322］新契約無効請求 

・令和 8年 4月 6 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

 代理店の募集人の説明不足等を理由に、契約の無効を求めて申立てのあったもの。 
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＜申立人の主張＞ 

 令和 5 年 12 月に銀行を募集代理店として契約した積立利率変動型終身保険について、以下

の理由により、契約を無効として既払込保険料を返還してほしい。 

(1)本契約の申込手続当時、認知症に罹患し、支援を受けなければ契約等の意味内容を自ら理

解し、判断することができない状況であったにもかかわらず、親族等の支援者の立会いが

ない状態で本契約の申込手続を行った。 

(2)本契約に加入していること自体の記憶が曖昧であり、本契約の申込時、本契約を有効に成

立させる程度の意思能力があったとは考え難い。 

(3)80 歳代の高齢であり、一時払保険料が高額な契約で、かつ、告知義務を伴う複雑な契約内

容であり、親族の立ち会いや親族への確認がないまま契約を勧めたことは不適切である。 

(4)令和 5 年中頃から認知症外来に通院し、認知症の診断を受けていたにもかかわらず、告知

手続において認知症であることを告知できていないことは、本契約を成立させる程度の意

思能力がなかったことの証左である。 

(5)本契約以外にも複数の保険に加入しており、本契約を申込む必要性はなかった。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)代理店の募集人は申立人と 2、3 か月に一回面談しており、申立人に認知症をうかがわせる

ような事実や意思能力がないことをうかがわせるような事実は全くなかった。 

(2)申立人は、代理店の商品選択のツールを使用して、複数の質問に回答し、自らの判断で希

望する回答を行った。また、申立人は、支払事由や留意事項等に対し適切に反応し、本契

約の特徴を理解していたほか、外貨建てではリスクがあるからそのリスクを避けたいとい

う積極的な判断を行っていた。 

(3)本契約は意思能力があれば契約しないような内容ではない。本契約は認知症・介護保障の

保険であり、申立人が認知症や介護状態になった際に金銭面で妹に迷惑をかけることはで

きないと考えて契約したニーズに即している。 

(4)申立人は、高血圧で通院していることは代理店の募集人に伝えている一方で、狭心症の治

療歴及び認知症の診断の事実は告知しなかった。 

(5)令和 5 年 11 月に行われた長谷川式スケール（認知機能スクリーニング検査）は 20 点であ

り、通常意思能力があるか否かの限界は 15点とされている。保険会社は、その他証拠も総

合的に判断し、申立人には意思能力があったと判断した。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、本契約の申込手続時の事情

等を把握するため、申立人および保佐人、ならびに代理店の募集人に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

上記手続の結果、申立人の請求は認められず、その他保険会社に指摘すべき特段の個別事情

も見出せないことから、和解による解決の見込みがないと判断して、手続を終了した。 

 

［事案 2025-138］新契約取消請求 
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・令和 8年 4月 8 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

 代理店の募集人の誤説明等を理由に、契約の取り消しを求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 令和 3 年 9 月にＡ社を募集代理店として契約①②③（いずれも組立型保険）を契約したが、

以下の理由により、契約を取り消して既払込保険料に年率換算 20.04％（概算運用実績）の運

用益を合わせた金額を返還してほしい。 

(1) 本契約は、母からの 10 年間の生前贈与対策という目的で締結されたものである。募集時

に代理店の募集人から、10 年後に払済にすることができると説明されたが、実際には特別

条件が付加されているため払済にできないものであった。 

(2) 保険会社から、代理店の募集人の通話録音記録が送付されたが、専門用語が多用され、理

解できる内容ではないもので、むしろ代理店の募集人の説明が適切でなかった証拠と言え

る。また、録音は無断でなされたものである。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)募集の段階では、保険料の支払いについて、10年間支払った後に払済にするという方法を

伝えていたが、申込後の審査において、特別条件が付加されることになり、それにより将

来の払済ができなくなった。 

(2)代理店の募集人は、申立人および申立人の母に、以上の内容を説明のうえ相談した結果、

申立人は、保険料を最低 14 年間、できればそれより長く払うことにして、特別条件を承諾

し、本契約を締結したものである。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、募集時の経緯等を把握する

ため、申立人および申立人母、ならびに代理店の募集人に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

上記手続の結果、申立人の請求は認められず、その他保険会社に指摘すべき特段の個別事情

も見出せないことから、和解による解決の見込みがないと判断して、手続を終了した。 

 

［事案 2025-236］新契約取消請求  

・令和 8年 5月 25 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

募集人の誤説明を理由に、契約の取消を求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

令和 6 年 11 月に契約した個人年金保険について、以下の理由により、契約を取り消して既

払込保険料を返金してほしい。 

(1)本契約は、3 年以内に解約しなければ元本保証されるという内容であったが、契約締結の

際、募集人に対し、「3年以内に払込金額を減らしても問題ないか」という質問をしたとこ
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ろ、「問題なく元本保証される」と誤った回答をされた。3年以内に金額を減らしても元本

保証されるという明らかな虚偽の案内により、全く望んでいない契約を締結させられた。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)契約締結の際、申立人から契約後に減額することは可能であるのか質問を受けたことは事

実であるが、募集人は、減額は可能であると回答しているものの、減額しても元本保証さ

れるかのような回答はしていない。  

(2)契約締結の際、募集人は、保障設計書を用いた説明の中で、設計書記載の保険料を３年間

支払えば、以後は元本保証される旨を説明している。また、保障設計書の解約返戻金表に

は、記載の数値は解約や減額がされていない前提のものであると明記されており、この記

載からも減額をした場合には解約返戻金額が変動し、元本保証がされない旨を理解するこ

とができる。  

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、契約締結時の状況等を把握

するため、申立人及び募集人に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、申立人の請求は認められず、その他保険会社に指摘すべき特段の個別事情

も見出せないことから、和解による解決の見込みがないと判断して、手続を終了した。 

 

 

≪ 給付金請求（入院・手術・障害等） ≫ 

［事案 2024-170］介護年金支払請求  

・令和 8年 4月 15 日 和解成立 

＜事案の概要＞ 

約款上の支払事由に該当しないことを理由に、介護年金が支払われなかったことを不服とし

て、介護年金の支払い等を求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

腰部椎間板ヘルニアに罹患し、少なくとも令和 3年 9 月から令和 4年 3 月までの間、要介護

状態となったため、令和 3年 5 月に契約した家族収入保険にもとづき介護年金を請求したとこ

ろ、約款に定める支払事由に該当しないとして不支払いとなった。しかし、以下の理由により、

介護年金を払ってほしい。 

(1)申立人は、令和元年 10 月に突然腰椎椎間板ヘルニアを患い、ほぼ寝たきりの状態になった

ことがあり、再発時の不安から生命保険に入るために、募集人と面談をした。募集人から、

申込時、本契約は、既にヘルニアを患ったことがあっても加入できることや、「約款に規定

する状態になったとき、医者の診断書を記載していただけたら、保険金を受け取れる」な

どと説明を受けた。 

(2)令和 3 年 9 月、再度、腰椎椎間板ヘルニアに罹患したため、医療機関を受診した。医師と
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相談のうえ、手術の後遺症を考慮して自宅療養をすることとして、母に生活の全てを頼み、

療養した。この際、募集人に連絡して、この状態が半年間続いたら保険給付が受けられる

かを確認したところ、保険給付が受けられると回答があった。 

(3)半年以上症状が続いたため、令和 4 年 4 月に給付金請求の手続きを行ったが、保険会社は、

審査に１年以上の時間をかけたうえ、令和 5年 5月に、「入院でない場合には、医師が家の

中での生活を目視していないので、診断書の中の生活ができないという内容の項目につい

て認められない」と述べて、支払いを拒否した。本契約の約款には、「入院をしていること」

は条件として記載がなく、また、診断書は、医師が申立人の状態を確認して作成している。 

(4)保険金請求から、審査の結果を受け取るまで 1 年以上の時間がかかっているため、最低で

も、支払った保険料を返してほしい。募集人から、本契約が切れてしまっては、保険金が

支払われなくなるので待ってほしいと説明を受けており、また、調査会社の担当者が変わ

った際、引継ぎがうまくできず、既に遅れていた調査が再度遅れたと聞いている。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)申立人が受診した医療機関のカルテには、「R3．9．24 歩くと痛い」「Ｒ4．2．18 T cane

使用」との記載があり、歩行について症状が改善している様子であり、治療による回復の

可能性もあると考えられる。また、申立人が、介護年金の請求の根拠としている介護診断

書は、医師が申立人本人の申告に基づき記入したものであり、入院中等における医師によ

る日常的な観察､客観的な診断等によるものではないことから、申立人の身体状態が「会社

所定の要介護状態」に該当し、その状態が継続して 180 日あることが医師によって診断確

定されたとはいえない。 

(2)募集人の支払事由にかかる説明の有無は、介護年金を支払うべき理由とはならない。また、

募集人が、申立人に対し、そのような説明をした事実はない。 

(3)保険会社は、医療機関等に対して必要な事実確認を行った結果、申立人の身体状態は介護

年金の支払事由には該当しないと判断しており、これらの一連の対応に問題はなく、既払

保険料相当額の返金を行うべき事情はない。なお、調査会社の担当者が変更になった経緯

はあるが、担当者の変更により事実確認が遅れた経緯はない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

 裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、腰椎椎間板ヘルニアに罹患

した後の状況等を確認するため、申立人および募集人に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、申立人の請求は認められないが、以下の理由により、本件は和解により解

決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、

同意が得られたので、手続を終了した。 

(1)申立人の主張のように、事実確認会社の怠慢や不手際により、相手方の回答が不当に遅れ

たとまでいえる事実は認められない。しかし、保険会社から、医療機関に対して、照会へ

の回答を強く督促できないことはやむを得ないとしても、約款において、特別な照会や調

査が不可欠な場合にも、年金を支払うべき期限が「請求に必要な書類が会社に到着した日
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の翌日から起算して 180 日」とされていることからすると、保険会社は、できる限り、180

日以内に回答する努力をすることが求められているといえる。本件においては、事実確認

会社が 2 回目に行った照会の内容は、主に介護診断書の内容について医師の判断の根拠を

尋ねるもので、本件の事案に応じた相応の注意を払って照会事項の検討を行えば、1 回目

の照会で必要な回答を受けることができたように思われる。 

(2)また、保険会社が、自ら年金を支払うべき期限として、上記のとおり 180 日を定めている

ことからすれば、180 日を経過した場合には、請求者に対して、調査や検討に時間を要し

ていることおよびその理由について何らかの通知等をすることが望ましいと考えられる。

しかし、本件では、相手方から申立人に対し、そのような通知等が行われていることは認

められず、この点が申立人に不信感を抱かしめ、本件紛争の一因となった面があることは

否めない。 

 

［事案 2025-163］告知義務違反解除無効等請求 

・令和 8年 5月 23 日  和解成立 

＜事案の概要＞ 

 告知義務違反により契約が解除され、給付金が支払われなかったことを不服として、告知義

務違反解除の無効および入院・手術給付金の支払、または本契約の無効または取消および既払

保険料の返還を求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 令和 6年 6 月から 7 月まで遺伝性球状赤血球症により入院し、入院中に腹腔鏡下脾摘出術を

受けたため、令和 6 年 2 月に契約した収入保険（契約①）および入院保険（契約②）、同年 3

月に契約した変額保険（契約③）にもとづき給付金を請求したところ、告知義務違反を理由に

本契約を解除され、給付金は支払われなかった。しかし、以下の理由により、告知義務違反解

除を無効とし、給付金を支払ってほしい。または、本契約を無効もしくは取り消して既払込保

険料を返還してほしい。 

(1) 募集時に、募集人または保険会社に対して、遺伝性球状赤血球症という持病があることを

伝え、それでも加入できる保険なのか確認したうえで、申込みをしたものである。 

(2) 告知時に、診査医に対して、健康診断で異常を指摘されたことがある旨を伝えたが、診査

医から保険加入ができなくなるから、異常がないにチェックで良いと言われ、異常なしに

記入してしまった。また、その後に募集人に上記の経緯を伝えたが、大丈夫とのことであ

ったので、そのまま保険加入を進めた。 

(3) 告知書の控えに、告知日当日に上記(2)の経緯を記載した付箋を貼付している。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)募集人は、申込時に申立人から、申込日前日に A 病院を受診し検査を受けたことは聞いた

が、同病院で持病が診断されていることは聞いておらず、申立人には、告知時に診査医に

対して告知するよう伝えたものである。 

(2)診査医は、告知時に申立人から肺炎で入院したことは聞いたが、健康診断を受けた際に異

常を指摘されたとの事実は聞いておらず、保険加入ができなくなるから、異常がないにチ
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ェックで良いなどとも言っていない。 

(3)告知書控の付箋はいつ誰が記述・貼付したものであるか不明である。仮にそれが診査当日

のものであるとしても、そのことのみで不告知教唆があったと認定することはできない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、募集および告知時の経緯等

を把握するため、申立人および募集人に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、以下の理由により、本件は和解により解決を図るのが相当であると判断し、

和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、同意が得られたので、手続を終了

した。 

(1)募集人は、事情聴取において、本契約の申込の際に、申立人から、遺伝性球状赤血球症と

いった具体的な内容は聞いていないものの、申込の前日に病院を受診し、赤血球の数値の

異常により検査を受けたことを聞いた旨を陳述している。被保険者が申込日の前日に病院

を受診し、検査をしていたという事実は、告知にかかわり得る非常に重要な事実と言える

ため、募集人は、申立人に対して、申込日前日の受診について診査医に告知したか確認を

する、あるいは、その点に関して取扱報告書に記載して、保険会社に伝わるようにする等、

通常よりも丁寧な対応を行うことが望ましかったものと言え、もしそのような対応がなさ

れていれば、本件の不告知が生じていなかった可能性もある。 

 

［事案 2025-124］入院給付金支払請求  

・令和 8年 4月 24 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

 約款上の入院に該当しないことを理由に、入院給付金が支払われなかったことを不服として、

入院給付金の支払いを求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

 令和 6 年 7 月から同年 9 月まで高度肥満症および 2 型糖尿病により入院したため、令和 6

年 2 月に契約した終身医療保険にもとづき入院給付金を請求したところ、約款に定める入院に

該当しないとして不支払いとなった。しかし、以下の理由により、入院給付金を支払ってほし

い。 

(1)本入院は、肥満症と糖尿病の治療のための入院である。食事制限により、低血糖など

の症状や極度のストレスに襲われる可能性があり、入院による管理が必要であった。 

(2)投薬についても、新しい薬に切り替えたため、それが体になじむかを判断するため、入院

して日々の体の状態を記録してもらう必要があった。 
＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)本入院中に実施された検査はいずれも外来で可能であり、入院を要するような異常所見は

見受けられない。 

(2)高度肥満症の治療に関して、本入院中にカロリー制限は実施されているが、入院による管
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理が必要な超低エネルギー食による食事療法の実施は確認できない。 

(3)2 型糖尿病の治療については、本入院において一般的な教育入院プログラムの実施は確認

できず、申立人に処方されている薬は入院管理を要する薬剤ではない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、入院時の経緯等を把握する

ため、申立人に対して事情聴取を行った。また、医学的判断の参考とするため、独自に第三者

の専門医の意見を求めた。 

2.裁定結果 

上記手続の結果、申立人の請求は認められず、その他保険会社に指摘すべき特段の個別事情

も見出せないことから、和解による解決の見込みがないと判断して、手続を終了した。 

 
［事案 2025-214］入院給付金支払請求  

・令和 8年 5月 29 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

約款上の支払事由に該当しないことを理由に、入院給付金が支払われなかったことを不服と

して、入院給付金の支払いを求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

申立人の配偶者が脳梗塞やその後遺症、症候性てんかん、右肺がんなどにより入院したため、

昭和 56 年 7 月に契約したがん保険（契約①）および平成 8 年 4 月に契約したがん保険（契約

②）にもとづき入院給付金を請求したところ、約款上の支払事由に該当しないとして不支払い

となった。しかし、以下の理由により、入院給付金を支払ってほしい。 

(1)申立人の配偶者が入院していた A 病院（介護医療院）は、B 病院（総合病院）の直轄管理

下にあった。A 病院は、B病院の敷地から離れた別棟施設ではなく、B 病院の一部として容

認できる状態であった。A病院には専任の医師や看護師等が常駐しており、B病院の一般療

養病室と兼務で監視看護により管理されている。また、病状に応じた入浴等の介助が実施

され、患者の急変時等には即刻関係診療科へ搬送される救急対応システムが確立されてい

るなど、その入院状況や治療内容は一般の病院における入院措置と何ら変わらない。 

(2)「介護医療院」という名称であっても施設ごとに実態は異なり、単に名称だけで入院給付

金の支払対象外とする保険会社の取り扱いには無理がある。 

(3)他社の生命保険においても、当初は A 病院への入院を理由に給付金の支給を一部対象外と

されたが、申立人が専任医師の常駐や監視看護の状況といった入院実態を具体的に説明し、

調査・見直しを求めた結果、入院給付金が全額支給された実績がある。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)契約①②の約款は、入院給付金の支払事由として、責任開始日以後に初めてがんと診断確

定されていること、がんの治療が必要とされ、その治療を受けることを直接の目的として

入院していること等を定めている。申立人の配偶者は、令和 6 年 8 月 2 日に「肺がん」と

診断確定されており、令和 6 年 8 月 2 日より前に、病院へ入院していたとしても、上記の
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支払事由を満たさないので、入院給付金を支払うことはできない。 

(2)また、約款上、入院給付金の支払対象となる「入院」とは、医療法に定める「病院」また

は「診療所」への入院に限定されている。申立人の配偶者が令和 6 年 8 月 2 日以降に入院

していた A 病院は、医療法の定めによらない施設であるため、約款上の「病院」や「診療

所」には該当せず、上記の支払事由を満たさないので、入院給付金を支払うことはできな

い。 

(3)申立人は、A 病院が B 病院の一部として直轄管理下にあることや、治療・看護の実態が一

般の病室と変わらないこと等の事情を考慮すべきと主張するが、約款にはそのような事情

を考慮して「病院」や「診療所」の該当性を判断する定めはなく、それらの事情を考慮す

ることは顧客間の公平性を害することにもなりかねない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、申立人の配偶者の入院の状

況等を確認するため、申立人に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、申立人の請求は認められず、その他保険会社に指摘すべき特段の個別事情

も見出せないことから、和解による解決の見込みがないと判断して、手続を終了した。 

 
 
≪ 保険金請求 (死亡・災害・高度障害等) ≫ 

［事案 2024-323］リビング・ニーズ特約保険金支払等請求  

・令和 8年 4月 27 日 和解成立 

※本事案の申立人は、本契約の被保険者の子（相続人）である。 

＜事案の概要＞ 

保険会社の担当者の説明不足を理由に、リビング・ニーズ特約保険金の支払等を求めて申立

てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 7年 6月に契約した団体保険について、以下の理由により、リビング・ニーズ保険金ま

たは死亡保険金相当額である 600 万円と、慰謝料等を支払ってほしい。 

(1)末期がん患者であった被保険者が、死亡する直前に、長年契約していた本契約を解約して

いたことが発覚した。 

(2)被保険者の長女が、保険会社の担当者に問い合わせたところ、担当者は「会社の電話では

話せないので後程携帯電話から掛け直す」「元生命保険会社の担当に騙されて解約させられ

た可能性がある」「解約書類の筆跡は本当に被保険者の筆跡なのか」などと発言した。 
(3)後日、保険会社の担当者から送られた、パソコン上の被保険者とのやり取りの画面によっ

て初めて、被保険者が解約する以前にリビング・ニーズ保険金の受け取りを希望していた

ことが明らかになった。 

(4)なぜ被保険者が、リビング・ニーズ保険金の受け取りを希望していたのに解約したのか、
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本人の性格や経済的合理性を考えると極めて不可解である。 

(5)保険会社の担当者は被保険者に対して、本契約について正確な説明を行わず、担当者も本

契約の満期受取金、リビング・ニーズ保険金等について理解していなかった。 

(6)保険会社の担当者が正確な説明をしていれば、リビング・ニーズ保険金または死亡保険金

を受け取れていたはずである。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)本契約の主契約の満了日は令和 6 年 6 月であったが、リビング・ニーズ保険金を請求する

には、契約を更新したうえで、同年 7 月以降に請求する必要があった。 

(2)被保険者は令和 6 年 4 月に本契約を解約し、同年 6 月に亡くなったのであるから、いずれ

にせよリビング・ニーズ保険金を受け取ることはできなかった。 

(3) 令和 6年 3月に被保険者は当社の担当者にリビング・ニーズ保険金の請求が可能かどうか

を照会した。これを受けて担当者は、本契約の更新後にリビング・ニーズ保険金の請求が

可能となる旨の説明を行い、被保険者はそのことを理解していた。同月に被保険者は担当

者に電話で解約も検討している旨を伝え、担当者は直接対面して説明をしたい旨を伝えた

が、被保険者は「今は体調が悪いので会いたくない。解約請求書については、郵送してほ

しい」などと発言した。解約を選択したのは被保険者自身である。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

 裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、本契約の解約手続時の事情

等を確認するため、申立人および保険会社の担当者に対して事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、申立人の請求は認められないが、以下の理由により、本件は和解により解

決を図るのが相当であると判断し、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、

同意が得られたので、手続を終了した。 

(1)余命 6 か月であると宣告されていた被保険者としては、死期が近いという意識があったは

ずであり、また、本契約を解約せずに更新すればリビング・ニーズ保険金 600 万円を受け

取ることができ、または遺族が死亡保険金 600 万円を受け取ることができるという状況に

あったにもかかわらず、本契約をその満期前に解約して 53 万円程度の解約返戻金を受け取

るという選択をしたことについては、被保険者が何らかの重大な誤解をしていた可能性が

あると思われる。 

(2)保険会社の担当者に不法行為が成立する程度の注意義務違反を認めることはできないこと、

被保険者が死亡していることから同人の意思や事情を確認することはできないことに加え、

本契約を解約したのは被保険者自身である一方で、保険会社の担当者が、更新手続をする

ことに積極的ではなく、また死亡保険金については意識が薄かったために、被保険者が解

約するか更新するかの判断をするうえで適切かつ十分な説明、注意喚起およびアドバイス

ができていなかった可能性、並びに、そのために、被保険者が、体調の悪い中、本契約を

更新しても更新後に増額された保険料を払い続けるだけで、リビング・ニーズ保険金を受

け取ることはできない、本契約には死亡保険金がないなどの誤解をしていた可能性が相応
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にあるように思われる。 

 
 
≪ 保全関係遡及手続請求 ≫ 

［事案 2025-109］契約内容変更請求  

・令和 8年 4月 28 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

保険会社の案内が不適切であったことを理由に、契約を遡って払済保険へ変更したうえでの

生存保険金の支払いおよび主契約分の保険料の返還等を求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 5年 9月に契約した終身保険について、令和 2年 8 月に主契約の保険料払込期間満了を

迎えた。令和 5年 8 月頃、申立人の配偶者が、相手方との間で契約している自身の生命保険契

約を払済保険へ変更し、これに伴う生存保険金を受領したため、本契約についても同様に保険

料払込満了までの間に払済保険へと変更することで生存保険金を受領し、保険料支払いを回避

することができたのではないかと考えるに至ったが、保険料払込期間が満了していたため、払

済保険へ変更することができなかった。しかし、以下の理由により、本契約を平成 26 年時点

に遡って払済保険へと変更したうえで払済保険への変更に伴う生存保険金の支払いおよび当

該変更時点以降に支払った本契約の主契約分の保険料の返還を求める。また、損害賠償の支払

いを求める。 

(1)契約時およびその後の通知等において、支払った保険料の超過支払分が返金される仕組み

について説明がされていない。そのため、合理的な選択の権利を行使できず不合理な不利

益を被った。本契約の約款では、払済保険の保険金額が、原保険契約の死亡保険金額を超

えるときは、その超過分により生存保険金額が定められ、原保険契約の保険料払込期間満

了時に生存していたときに保険契約者に支払う旨明記されている。ここにいう「原保険契

約」とは主契約のみを指すと考えられるから、そうすると、平成 26 年時点における払済保

険金額は主契約の保険金額を上回っており、特約を解約しなくとも生存保険金を受領でき

たとも考えられる。 

(2)保険会社から交付されたお知らせ等では払済保険に変更すると保険金額は小さくなるとの

一面的な説明しかないが、実際には大きくなる場合がある。その場合、生存保険金として

返金され保険料負担が適正化されるが、お知らせ等の説明はこの重要な点の記載がなく、

誤った認識を与えるものである。 

(3)累計保険料や解約払戻金等の推移表は契約者にとって不可欠な情報であるが、保険会社に

その作成・提示を求めても頑なに拒否された。 

(4)払済保険への変更及び生存保険金制度について保険会社から適切な説明がなされていれば、

払済保険への変更を選択し、以後の保険料支払を回避し、かつ、生存保険金を受領できた

にもかかわらず、当該説明がなされなかった結果、申立人は払込期間満了までの保険料を

支払い続けることとなった。 

(5)過去、保険会社との間では、別件既契約につき払済保険への変更の時期を 7 か月先送りに
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されたり、保険料の虚偽説明がなされたりした。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)本契約の約款上、平成 26 年時点に遡って払済保険への変更を行ったとしても、払済保険契

約の保険金額は原保険契約の死亡保険金額を超えないため、生存保険金は発生しない。約

款において、「原保険契約」と「主契約」という用語は明確に区別しており、主契約のみを

指す場面では「主契約」という用語を用い、主契約及び特約を含む場面では「原保険契約」

という用語を用いている。 

(2)払済保険の案内に関して、ご契約のしおり等において払済保険に変更した場合の払済保険

金額を記載し、適切な情報提供を行っている。もっとも、払済保険への変更は死亡保障自

体が少なくなることが多く、また特約は消滅することから、現在の情報提供を超えて積極

的に払済保険への変更について勧める義務はない。また、生存保険金は、払済保険への変

更を行うに際して、死亡保障について、保険契約締結時に相手方において引き受けた範囲

を超えて保障しないという観点から、いわば清算的意味合いで定められたものであるから、

生存保険金についての案内をする義務はない。 

(3)解約払戻金の案内に関して、申立人の要望を受け、令和 6年 10 月時点の将来の解約払戻金

の表を提供している。本契約のようなボーナス払併用タイプの場合は、将来価格表につい

てシステム対応ができないため、毎年送付することは困難である。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理を行った。なお、申立人が事情聴

取を希望しなかったため、事情聴取は行わなかった。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、申立人の請求は認められず、その他保険会社に指摘すべき特段の個別事情

も見出せないことから、和解による解決の見込みがないと判断して、手続を終了した。 

 
 

≪ その他 ≫ 

［事案 2025-130］損害賠償請求  

・令和 8年 5月 29 日  裁定終了 

＜事案の概要＞ 

保険会社の職員に解約の方法を教えてもらえず、解約を阻止されたことを理由に、保険料の

立替金相当額の支払いを求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 29 年 3 月に契約した終身保険について、以下の理由により、保険料の立替金相当額を

返還してほしい。 

(1)申立人は、令和 6年 6月頃に、募集人の馴れ馴れしい態度等に不信感を抱いていたところ、

保険会社の職員から自宅への訪問を受けたことから、募集人に対する不満を言って担当変
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更の相談をするとともに、担当を変更してまで当該保険会社にこだわる理由がないため、

本契約をやめたいなどと述べ、解約の意思を伝えた。しかし、保険会社の職員は「それは

困る」、「やめたら不利益になる」などと言って引き留めるばかりで、解約の手続や方法に

ついて一切教えてくれず、解約の要望に応じなかった。 

(2)保険会社の職員にこれ以上言っても無駄だと思い、その後の連絡を一切無視した。また、

本契約の保険料の支払方法が口座引落しであったため、保険料が支払われなければ自動的

に解約になると考え、預金口座にお金を入れないようにしていた。 

(3)その後、保険会社のコールセンターに架電し契約状態を確認したところ、契約がまだ継続

しており、保険料が自動貸付になっていることを初めて知った。解約を申し出た際に、保

険会社の職員が解約手続きに応じていれば、保険料が立て替えられることはなかった。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求に応じることはできない。 

(1)保険会社の職員は、令和 6 年 6 月頃、申立人が別途加入しているがん保険の保険料が未入

となっていたことから申立人宅を訪問した。その際、申立人は、保険会社の職員に対し、

募集人が嫌だという話や、「やめてもいいんだけど」という話をした。これに対し、保険会

社の職員は、申立人が、過去に複数回、皮下腫瘍等で手術給付金を受け取っており、別の

保険会社に新規加入するとなると特別条件が付くかもしれず、不利益になるかもしれない

こと、担当を変更してもよいことを述べ、本契約を継続してもらえればありがたい、と述

べた。申立人は、上記発言を受け、「まあ、いいですけど」との対応で終わったことから、

本契約の解約意向が撤回されたと考えるとともに、申立人の担当を募集人から保険会社の

職員へ変更した。 

(2)保険会社の職員は、本契約の令和 6 年 10 月分以降の保険料が支払われなかったことから、

申立人に LINE を送り、保険料が立替えになっていることを連絡した。また、令和 6 年 10

月分および令和 7 年 3 月分の保険料が支払われなかったことから、都度、申立人に対し、

保険料立替通知を送付している。 

(3)仮に、申立人が解約を希望するのであれば、申立人は、保険会社の職員とは別の保険会社

の部署に連絡を取り、本契約の解約手続きを行うことができたのであり、そのような対応

を行わなかったことは、申立人に解約の希望がなかったことの裏付けである。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、令和 6 年 6 月頃に行われた

申立人と保険会社の職員の面談内容等を確認するため、申立人および保険会社の職員に対して

事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、申立人の請求は認められず、その他保険会社に指摘すべき特段の個別事情

も見出せないことから、和解による解決の見込みがないと判断して、手続を終了した。 
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 苦 情 分 類 表  

項目 内  容 概     要 

新
契
約
関
係 

不適切な募集行為 募集行為が保険業法に抵触する話法で募集したもの、契約関係者に契約意

思がないものなど 
不適切な告知取得 不告知教唆や病中での契約、不正診査（身代り診査等）に関するものなど 
不適切な話法 融資話法、誹謗中傷など 
説明不十分 取扱者（営業職員、代理店）として最小限必要な説明の欠如、商品内容に

ついて約款と異なる説明をするなど契約関係者に誤解を与えたもの 
事務取扱不注意 取扱者等のミス・遅延など保障内容以外の手続きによるもの 
契約確認 確認制度、確認の方法に関するもの 
契約引受関係 契約不承諾、条件付など医的選択、販売制限、決定事務に関するもの 
証券未着 保険証券が着かないなどに関するものなど 
その他 上記以外の新契約に係わるものなど 

収
納
関
係 

集 金 集金事務に関するものや集金担当者の集金方法等によるものなど 
口座振替・送金 銀行口座引落し、振込案内、口座変更に関するもの 
職域団体扱 団体扱契約の保険料収入、および料率変更に関するもの 
保険料払込関係 前納、一括払、払込満了後の特約継続保険料払込、未経過保険料の返金な

ど保険料払込に関するもの 
保険料振替貸付 保険料の振替貸付通知、保険料の振替貸付に関するもの 
失効・復活 失効案内、復活診査、復活謝絶などに関するもの 
その他 上記以外の収納に係わるもの 

保
全
関
係 

配当内容 配当内容や支払方法・手続等に関するもの 
契約者貸付 貸付手続、貸付金額、利息返済等に関するもの 
更 新 定期保険や定期保険特約等の更新に関するもの 
契約内容変更 払済保険・延長保険への変更、保険金の減額、保険期間の変更等に関する

もの 
名義変更・住所変更 契約者、受取人の名義変更に関するもの 
特約中途付加 特約の中途付加、中途増額に関するもの 
解約手続 解約手続に関するもの 
解約返戻金 解約返戻金の計算誤り・説明相違、解約返戻金水準に関するもの 
生保カード・ＡＴＭ関係 生保カードの発行や取扱い、ＡＴＭ利用等生保カードに関するもの 
その他 上記以外の保全に係わるもの 

保
険
金
・
給
付
金
関
係 

満期保険金・年金等 満期保険金の支払手続に関するもの（年金、祝金、学資金等を含む） 
死亡等保険金支払手続 死亡（高度障害）保険金の支払手続に関するもの 
死亡等保険金不支払決定 死亡（高度障害）保険金支払非該当の決定に関するもの 
入院等給付金支払手続 給付金の支払手続に関するもの 
入院等給付金不支払決定 給付金支払非該当の決定に関するもの 
その他 上記以外の保険金・給付金支払に係わるもの 

そ
の
他 

職員の態度・マナー 職員や代理店の態度・マナーに関するもの 
保険料控除 保険料控除証明に関するもの 
個人情報取扱関係 告知事項や保険金等支払、契約内容の無断開示等に関するもの 
アフターサービス関係 契約成立後、職員の訪問や会社からの連絡がないこと等に基づくもの 
その他 経営全般等上記以外のもの 

 


